◆認定要件・申請書類等整理表
	番号
	認定申請者の類型
	申請・確認する

売上高等
	認定要件
	使用する様式
（申請書、売上高等明細表）

	通常（前年度）比較

	１
	１つの指定業種に属する事業のみを営んでいる場合※1
	企業全体
	企業全体の売上高等が前年同期比で５％以上減少していること
	第５-(イ)-①

	２
	主たる事業（最近１年間の売上高等が最も大きい事業）が属する業種（主たる業種）が指定業種である場合
	主たる業種

及び企業全体
	主たる事業の売上高等が前年同期比で５％以上減少しており、且つ企業全体の売上高等が前年同期比で５％以上減少していること。
	第５-(イ)-②

	３
	指定業種に属する事業の売上高等の減少が申請者全体の売上高等に相当程度の影響を与えている場合
	指定業種

及び企業全体
	指定業種の売上高等が前年同期比で減少しており、企業全体の前年同期の売上高等に対する指定業種の売上高等の減少額等の割合が５％以上であり、且つ企業全体の売上高等が前年同期比で５％以上減少していること。
	第５-(イ)-③

	コロナ前同期※比較

	４
	１つの指定業種に属する事業のみを営んでいる場合※1
	企業全体
	企業全体の売上高等がコロナ前同期※2比で５％以上減少していること
	第５-(イ)-④

	５
	主たる事業（最近１年間の売上高等が最も大きい事業）が属する業種（主たる業種）が指定業種である場合
	主たる業種

及び企業全体
	主たる事業の売上高等がコロナ前同期※2比で５％以上減少しており、且つ企業全体の売上高等がコロナ前同期比※2で５％以上減少していること。
	第５-(イ)-⑤

	６
	指定業種に属する事業の売上高等の減少が申請者全体の売上高等に相当程度の影響を与えている場合
	指定業種

及び企業全体
	指定業種の売上高等がコロナ前同期※2比で減少しており、企業全体のコロナ前同期※2比の売上高等に対する指定業種の売上高等の減少額等の割合が５％以上であり、且つ企業全体の売上高等がコロナ前同期※2比で５％以上減少していること。
	第５-(イ)-⑥

	創業者の認定（創業後１年３か月を経過していない事業者）

	７
	１つの指定業種に属する事業のみを営んでいる場合※1
	企業全体
	企業全体の売上高等が最近１か月の売上高等と、最近１か月を含む最近３か月間の平均売上高等との比較で５％以上減少していること
	第５-(イ)-⑦

	８
	主たる事業（最近１年間の売上高等が最も大きい事業）が属する業種（主たる業種）が指定業種である場合
	主たる業種

及び企業全体
	主たる事業の売上高等が最近１か月の売上高等と、最近１か月を含む最近３か月間の平均売上高等との比較で５％以上減少しており、且つ企業全体の売上高等が同期間比で５％以上減少していること。
	第５-(イ)-⑧

	９
	指定業種に属する事業の売上高等の減少が申請者全体の売上高等に相当程度の影響を与えている場合
	指定業種

及び企業全体
	指定業種の売上高等が最近１か月の売上高等と、最近１か月を含む最近３か月間の平均売上高等との比較で減少しており、企業全体の同期間比の売上高等に対する指定業種の売上高等の減少額等の割合が５％以上であり、且つ企業全体の売上高等が同期間比で５％以上減少していること。
	第５-(イ)-⑨

	原油高騰の影響

	10
	１つの指定業種に属する事業のみを営んでいる場合※1
	企業全体
	次のすべてを満たすこと。
・　原油等の最近１か月の平均仕入単価が前年同月比で20％以上上昇していること

・　売上原価に対する原油等の仕入価格の割合が20％以上占めていること

・　最近３か月の売上高に占める原油等の仕入価格の割合が、前年同期の売上高に占める原油等の仕入価格の割合を上回っていること
	第５-(ロ)-①

	11
	主たる事業（最近１年間の売上高等が最も大きい事業）が属する業種（主たる業種）が指定業種である場合
	主たる業種

及び企業全体
	次のすべてを満たすこと。
・　主たる業種及び企業全体それぞれについて、原油等の最近１か月の平均仕入単価が前年同月比で20％以上上昇していること

・　主たる業種及び企業全体それぞれについて、売上原価に対する原油等の仕入価格の割合が20％以上占めていること

・　主たる業種及び企業全体それぞれについて、最近３か月の売上高に占める原油等の仕入価格の割合が、前年同期の売上高に占める原油等の仕入価格の割合を上回っていること
	第５-(ロ)-②

	12
	指定業種に属する事業の売上高等の減少が申請者全体の売上高等に相当程度の影響を与えている場合
	指定業種

及び企業全体
	次のすべてを満たすこと。
・　指定業種に係る原油等の最近１か月の平均仕入単価が前年同月比で20％以上上昇していること

・　企業全体の売上原価のうち、指定業種に係る原油等の仕入価格が20％以上占めていること

・　指定業種の最近３か月の売上高に占める原油等の仕入価格の割合が、指定業種の前年同期の売上高に占める原油等の仕入価格の割合を上回っていること

・　企業全体の最近３か月の売上高に占める指定業種の原油等の仕入価格の割合が、企業全体の前年同期の売上高に占める指定業種の原油等の仕入価格の割合を上回っていること
	第５-(ロ)-③


※１　営んでいる複数の事業が全て指定業種に属する場合を含む。
※２　コロナ前同期…新型コロナウイルス感染症の影響を受けている事業者が、同感染症の影響を受ける直前同期（原則令和2年2月以前）
○　どの要件に係る認定を行うかは、申請者が選択することが可能です。
○　どの要件に係る認定申請を行えばよいかについて、判断に迷う場合には、番号順に従って、申請者が認定要件を満たしているかを検討してください。
